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・平成１６年３月 北海学園大学大学院経営学研究科修士課程修了
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●職歴
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・平成１７年１２月 ＮＴＴ東日本－北海道 退職

・平成１９年６月 特定非営利法人公共政策研究所理事長就任 （北海道認証）

・平成２０年４月 北海道大学公共政策大学院公共政策学研究センター研究員

●経験

・平成１５年１０月～平成１７年６月 苫小牧市自治基本条例等検討懇話会会長

・平成１８年４月～平成１９年３月 江別市自治基本条例市民懇話会ファシリテーター

・平成２０年８月～平成２１年８月 八雲町自治基本条例町民懇話会アドバイザー

・平成２１年１０月～ 美幌町みんなで創る自治基本条例町民会議アドバイザー

・平成２１年１０月～ 中標津町自治基本条例（仮称）検討職員プロジェクトアドバイザー

・平成２２年８月～ 大空町自治基本条例検討委員会アドバイザー

・平成２２年８月～ 八雲町協働のまちづくり推進プラン策定アドバイザー



きょうのきょうのきょうのきょうのテーマテーマテーマテーマ

１１１１．．．．自治基本条例施行自治基本条例施行自治基本条例施行自治基本条例施行のののの現状現状現状現状

２２２２．．．．今今今今、、、、起起起起きていることきていることきていることきていること

３３３３．．．．自治自治自治自治のののの主体主体主体主体

４４４４．．．．自治自治自治自治のしくみのしくみのしくみのしくみ

５５５５．．．．生生生生きたきたきたきた自治基本条例自治基本条例自治基本条例自治基本条例となるためにとなるためにとなるためにとなるために
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北海道の１７９自治体における自治基本条例の施行状況項目 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度施行自治体数 1 0 0 0 3 6 10 4 6 4累計 1 1 1 1 4 10 20 24 30 34比率 0.6% 0.6% 0.6% 0.6% 2.2% 5.6% 11.2% 13.4% 16.8% 19.0%(注）比率は全自治体に占める施行自治体の比率
（１）北海道の自治基本条例施行状況（Ｈ２２．４．１現在）

１．自治基本条例施行の現状
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北海道施行自治体分布曲線北海道施行自治体分布曲線北海道施行自治体分布曲線北海道施行自治体分布曲線

北海道の自治基本条例の普及状況をロジャースのイノベー

ション普及理論で検証してみる。

①革新者（冒険者） （２．５％）＝４自治体

②初期採用者（オピニオンリーダー） （１３．５％）＝２４

③前期多数採用者（早期採用者） （３４％）＝６１

④後期多数採用者（大勢順応者） （３４％）＝６１

⑤遅滞者（伝統志向者） （１６％）＝２９
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社会学者エベレット・ロジャースの「イノベーション普及理論」は、まだ社会に普及していない新しいモノ（商品等）やコト（行動等）がどのような過程をへて普及していくかを分析したものです。分析の結果、16％のラインを超えると急激に普及率が上昇することを発見し、ロジャースはこれを「普及率16％の論理」として提唱しています。



（２）全国の自治基本条例施行状況（Ｈ２１．４．１現在）全国の１７５０自治体における自治基本条例の施行状況項目 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度施行自治体数 1 1 7 12 22 23 35 29 18累計 1 2 9 21 43 66 101 130 148比率 0.1% 0.1% 0.5% 1.2% 2.5% 3.8% 5.8% 7.4% 8.5%(注）比率は全自治体に占める施行自治体の比率
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全国施行自治体分布曲線全国施行自治体分布曲線全国施行自治体分布曲線全国施行自治体分布曲線

全国の自治基本条例の普及状況をロジャースのイノベー

ション普及理論で検証してみる。

①革新者（冒険者） （２．５％）＝４４自治体

②初期採用者（オピニオンリーダー） （１３．５％）＝２３６

③前期多数採用者（早期採用者） （３４％）＝５９５

④後期多数採用者（大勢順応者） （３４％）＝５９５

⑤遅滞者（伝統志向者） （１６％）＝２８０

普及率１６％を超える時点の予想

＝（280-148）/16＝8.25年

８年後の平成２９年度？
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（３）北海道における条例施行状況NO 自治体名  自治基本条例 議会基本条例 参加条例1 ニセコ町 平成13年4月1日2 奈井江町 平成17年4月1日3 苫前町 平成17年10月1日4 登別市 平成17年12月21日5 清水町 平成18年4月1日6 遠別町 平成18年4月1日7 沼田町 平成18年4月1日8 音更町 平成18年10月1日9 白老町 平成19年1月1日10 芽室町 平成19年3月5日 平成16年5月1日11 下川町 平成19年4月1日12 札幌市 平成19年4月1日13 苫小牧市 平成19年4月1日 平成21年4月1日14 留萌市 平成19年4月1日15 帯広市 平成19年4月1日 平成22年4月1日16 稚内市 平成19年4月1日17 中札内村 平成19年4月1日18 遠軽町 平成19年4月1日 平成19年4月1日19 美唄市 平成19年9月1日20 七飯町 平成19年10月1日21 平取町 平成20年4月1日22 上川町 平成20年4月1日23 石狩市 平成20年4月1日 平成14年4月1日24 芦別市 平成20年10月1日25 上富良野町 平成21年4月1日26 幌延町 平成21年4月1日 平成21年4月1日27 福島町 平成21年4月1日 平成21年4月1日28 厚沢部町 平成21年4月1日29 三笠市 平成21年4月1日 平成21年4月1日30 江別市 平成21年7月1日31 八雲町 平成22年4月1日32 名寄市 平成22年4月1日 平成21年4月1日33 和寒町 平成22年4月1日 平成22年4月1日34 士幌町 平成22年4月1日35 北海道 平成14年10月18日 平成21年7月10日36 知内町 平成20年4月1日37 今金町 平成19年5月1日38 栗山町 平成18年5月18日39 旭川市 平成15年4月1日40 富良野市 平成17年7月1日41 伊達市 平成19年4月1日42 北広島市 平成21年6月1日 6



今起今起今起今起きていることのきていることのきていることのきていることの予備知識予備知識予備知識予備知識

戦後日本戦後日本戦後日本戦後日本のののの高度経済成長高度経済成長高度経済成長高度経済成長

⇒⇒⇒⇒大量生産大量生産大量生産大量生産、、、、大量物流大量物流大量物流大量物流、、、、大量消費大量消費大量消費大量消費 ⇒⇒⇒⇒ 規格規格規格規格やややや水準水準水準水準のののの画一化画一化画一化画一化 ⇒⇒⇒⇒ 国単位国単位国単位国単位

⇒⇒⇒⇒中央集権型中央集権型中央集権型中央集権型のののの仕組仕組仕組仕組みがみがみがみが有効有効有効有効にににに機能機能機能機能

１９９０１９９０１９９０１９９０年代年代年代年代、、、、国境国境国境国境をををを前提前提前提前提とするとするとするとする国際化国際化国際化国際化からからからから、、、、国境国境国境国境がががが低低低低くなるくなるくなるくなるグローバルグローバルグローバルグローバル化化化化のののの時代時代時代時代へへへへ

量量量量をををを中心中心中心中心とするとするとするとする産業国家産業国家産業国家産業国家からのからのからのからの構造変化構造変化構造変化構造変化をををを求求求求めるめるめるめる外部環境外部環境外部環境外部環境がががが強強強強くなったくなったくなったくなった。。。。

((((注注注注））））ベルリンベルリンベルリンベルリンのののの壁崩壊壁崩壊壁崩壊壁崩壊1989198919891989 ソソソソ連連連連のののの崩壊崩壊崩壊崩壊 1991199119911991

⇒⇒⇒⇒国境国境国境国境をををを境境境境としてとしてとしてとして内外内外内外内外をををを分分分分けけけけ、、、、内内内内にににに対対対対してしてしてして中央集権型統治中央集権型統治中央集権型統治中央集権型統治をををを展開展開展開展開するするするする枠組枠組枠組枠組みがみがみがみが限界限界限界限界

⇒⇒⇒⇒地方地方地方地方にににに対対対対してしてしてして、、、、中央集権型統治中央集権型統治中央集権型統治中央集権型統治からからからから脱脱脱脱してしてしてして、、、、自自自自らのらのらのらの価値観価値観価値観価値観をををを形成形成形成形成するするするする下下下下からのからのからのからの民主民主民主民主

主義主義主義主義にににに支支支支えられたえられたえられたえられた新新新新たなたなたなたな創造創造創造創造がががが求求求求められるようになっためられるようになっためられるようになっためられるようになった。。。。

⇒⇒⇒⇒地域主権地域主権地域主権地域主権（（（（下下下下からのからのからのからの民主主義民主主義民主主義民主主義、、、、住民住民住民住民のののの自発的意思自発的意思自発的意思自発的意思にににに基基基基づくづくづくづく公共性公共性公共性公共性のののの実現実現実現実現））））

⇒⇒⇒⇒自己決定自己決定自己決定自己決定ののののルールルールルールルール ⇒⇒⇒⇒ 自治基本条例自治基本条例自治基本条例自治基本条例

((((注注注注））））地方分権地方分権地方分権地方分権のののの推進推進推進推進にににに関関関関するするするする決議決議決議決議 1993199319931993 地方分権一括法施行地方分権一括法施行地方分権一括法施行地方分権一括法施行 2000200020002000 ニセコニセコニセコニセコ町町町町まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり基本条例施行基本条例施行基本条例施行基本条例施行 2001200120012001
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グローバルグローバルグローバルグローバル化化化化 ⇒⇒⇒⇒ 市場性市場性市場性市場性（（（（１１１１円円円円でもでもでもでも安安安安いいいい））））とととと効率性効率性効率性効率性（（（（１１１１秒秒秒秒でもでもでもでも早早早早いいいい））））をををを軸軸軸軸にににに規模規模規模規模のののの

大大大大きいきいきいきい資源資源資源資源へのへのへのへの同質化同質化同質化同質化がががが行行行行われることでわれることでわれることでわれることで、、、、一国一国一国一国のののの自立性自立性自立性自立性、、、、持持持持

続性続性続性続性のののの確保確保確保確保をををを困難困難困難困難にしてしまうにしてしまうにしてしまうにしてしまう。。。。

⇒⇒⇒⇒ 一国一国一国一国ががががグローバルグローバルグローバルグローバル化化化化のののの流流流流れとれとれとれと共存共存共存共存するにはするにはするにはするには、、、、一国一国一国一国をををを構成構成構成構成するするするする各地域各地域各地域各地域がががが持持持持つつつつ異異異異なななな

るるるる資源資源資源資源にににに根根根根ざしたざしたざしたざした多様多様多様多様なななな経済社会活動経済社会活動経済社会活動経済社会活動のののの推進推進推進推進がががが不可欠不可欠不可欠不可欠となるとなるとなるとなる。。。。外外外外とのとのとのとの同質化同質化同質化同質化をををを

進進進進めるめるめるめる外生外生外生外生（（（（発発発発））））的政策的政策的政策的政策からからからから脱却脱却脱却脱却することがすることがすることがすることが求求求求められるめられるめられるめられる。。。。

⇒⇒⇒⇒ リージョナルリージョナルリージョナルリージョナル化化化化（（（（地域化地域化地域化地域化）））） ⇒⇒⇒⇒ 道州制道州制道州制道州制

⇒⇒⇒⇒ 外生外生外生外生（（（（発発発発））））的政策的政策的政策的政策（（（（活力活力活力活力のののの源泉源泉源泉源泉をををを外部外部外部外部にににに求求求求めるめるめるめる））））にににに依存依存依存依存していればしていればしていればしていればグローバルグローバルグローバルグローバル化化化化

のののの波波波波にににに飲飲飲飲みみみみ込込込込まれるまれるまれるまれる。。。。地域地域地域地域がががが有有有有するするするする資源等資源等資源等資源等にににに根根根根ざしたざしたざしたざした内生内生内生内生（（（（発発発発））））的活力的活力的活力的活力（（（（活力活力活力活力のののの

源泉源泉源泉源泉をををを内部内部内部内部からからからから生生生生みみみみ出出出出すすすす力力力力））））をををを確保確保確保確保することがすることがすることがすることが重要重要重要重要

(注注注注））））内発的政策内発的政策内発的政策内発的政策とはとはとはとは 観光事業観光事業観光事業観光事業はははは？？？？ 移住者獲得事業移住者獲得事業移住者獲得事業移住者獲得事業はははは？？？？ 産業誘致事業産業誘致事業産業誘致事業産業誘致事業はははは？？？？

⇒⇒⇒⇒地域地域地域地域のののの内生内生内生内生（（（（発発発発））））的活力的活力的活力的活力をををを発揮発揮発揮発揮するにはするにはするにはするには、、、、戦後日本戦後日本戦後日本戦後日本のののの政策政策政策政策のののの柱柱柱柱であったであったであったであった均衡均衡均衡均衡あるあるあるある

国土国土国土国土のののの発展発展発展発展（（（（全国画一全国画一全国画一全国画一、、、、同質同質同質同質））））のののの発想発想発想発想とととと体質体質体質体質からからからから抜抜抜抜けけけけ出出出出すことすことすことすことでありでありでありであり、、、、中央集権中央集権中央集権中央集権

型統治型統治型統治型統治からのからのからのからの脱却脱却脱却脱却することをすることをすることをすることを意味意味意味意味しているしているしているしている。。。。

参考文献：宮脇淳「創造的政策としての地方分権」（2010 岩波書店）
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農作物Ａ農作物Ａ 農作物Ｂ農作物Ｂ

特定市場（近）特定市場（近） 一般市場（遠）一般市場（遠）

年間契約（品質・数

量）のため安定した

収入

市場動向により価格上

下（もうかる時もあるが、

大損する時もある）

不安定な収入）

農家

①特定顧客な

ので、市場動

向に左右され

ない。しかし、

特定顧客の注

文（品質・数量）

を満足する必

要がある。

②自然現象に

影響を受ける

が、顧客の理

解により影響を

少なくすること

が可能

①世界の市場

動向に左右さ

れるため、価格

が不安定

②自然現象に

影響を受ける

ため価格が不

安定

①農産物に付加価値がある。

（市場では手に入らないもの）

②少量多品種生産（注文生産）

③特別な技術の継承がある

④組織経営

①農産物に付加価値がない。

（どこでも代替え品が手に入

る）

②大量少品種生産

③全国に普及している技術

④個人経営

自治

地域地域地域地域のののの内生内生内生内生（（（（発発発発））））的活力的活力的活力的活力をををを活用活用活用活用したしたしたした事例事例事例事例

全国顧客特定顧客

理解と

合意

市場

のみ

慣行農業有機農業

9

消費者の顔

が見えない

消費者の顔

が見える



２．今、起きていること

戦後日本のしくみの崩壊（中央集権の崩壊）

⇒地域主権型社会へ再構築

（地域のことは地域で決める＝自己決定のルールがある社会へ）

●公の領域（議会及び行政）

○○○○公共公共公共公共はははは議会及議会及議会及議会及びびびび行政行政行政行政だけではだけではだけではだけでは担担担担えないえないえないえない。。。。又又又又はははは、、、、町民町民町民町民がががが無関心無関心無関心無関心

ではではではでは公共公共公共公共はははは成成成成りりりり立立立立たないたないたないたない。。。。

（少子高齢化社会―右肩下がりの税収－行政規模縮小）

⇒住民も公共を担う ⇒ 権利の付与 ⇒ 町民の自発性

○○○○議会及議会及議会及議会及びびびび行政行政行政行政のののの役割役割役割役割がががが地域主権地域主権地域主権地域主権にににに対応対応対応対応していないしていないしていないしていない。。。。

信託している町長・議員の役割の再確認

⇒住民の意思に基づくこと、住民の権利保障すること

●共の領域（地域社会）

○○○○地域社会地域社会地域社会地域社会のののの担担担担いいいい手手手手がいないがいないがいないがいない。。。。 ⇒担い手づくり

地域の宝探しができる地域社会 ⇒自発的公共関係の再構築

10



公共公共公共公共はははは議会及議会及議会及議会及びびびび行政行政行政行政だけではだけではだけではだけでは担担担担えないえないえないえない

（住民住民住民住民もももも公共公共公共公共をををを担担担担うううう－－－－町民町民町民町民のののの発見発見発見発見）

議員
議員

議会

町長
町長

行政

町

民

町

民

中央集権中央集権中央集権中央集権＝国が決め、自治体が実施

地域主権地域主権地域主権地域主権＝自治体が自ら決め、自ら実施

・財政赤字（中央集権のつけ）

・グローバル化（地域間競争）

市民主権市民主権市民主権市民主権＝市民が自治の主体として自ら自

治体を統治することは、地方自治の根幹で

あり、主権者である市民の信託により置か

れた市議会及び市長等は、公正で開かれた

市民主体の市政運営を行うこと。（上越市自

治基本条例第3条自治の基本理念）

新新新新たなたなたなたな自治体運営自治体運営自治体運営自治体運営＝公共は議会及び行政

のみで運営するのではなく主権者である町

民との課題（情報）の共有と決定プロセスへ

の町民参加によって運営され、決定は議会

が、計画・執行は行政が行うことで運営され

る。

公 共 私

公共は議会及び行政が担う（中央集権のしくみ）

公共は町民も共に担う（地域主権のしくみ）

選挙

選挙

納税

行政サービス

上越市自治基本条例より(市議会市議会市議会市議会の権限)第7条 市議会は、市民の信託を受けた議事機関として、市民の意思を市政運営に適正に反映させるため、地方自治法に定めるところにより、市政運営を監視するとともに、条例の制定、改正及び廃止、予算の決定、決算の認定その他市政運営の基本的な事項を議決し、市の意思を決定する。(市長市長市長市長の責務)第11条 市長は、市民の代表として、広く市民の意見を聴くとともに、自らの発言、決定及び行動に責任を持って市政運営に当たり、前条に規定する権限を公正かつ誠実に執行しなければならない。2 市長は、その権限の行使に当たっては、自治の基本理念及び自治の基本原則にのっとり、常に市民の権利を保障することを基本としなければならない。

国
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議員
議員

議決

議会

町長
町長

執行

行政

町
民
（
主
権
者
）

国

選挙

信託

選挙

信託

自治体

機関

委任

事務

2000年4月1日以前の中央集権型自治体運営

指示・

命令

自己決定権

ほとんどなし

議員
議員

議決

議会

町長
町長

執行

行政

町
民
（
主
権
者
）

国

選挙

信託

選挙

信託

自治体

法定

受託

事務

2000年4月1日以降の地方分権型自治体運営（地域主権型）

対等・

協力

自己決定権あり

情報共有

参加

情報共有

参加

主従

関係

・国の意思に基づいて自治体運営を行っていた。

・町長や議員を選挙で選んでも、町長や議会に自己決定

権がなかった。そのため、決定のプロセスの情報や決定

のプロセスへの町民参加が大きな意味を持ち得なかった。

・2000年の分権改革以降、自治体の自己決定権が大幅に

拡大したことを受けて、自治体における主権者である町民の

意思に基づく自治体運営が求められることになった。

したがって、議会及び行政の決定のプロセスの情報や決定

のプロセスへの町民参加によって自治体運営が行われる。

情報共有＝信頼の基礎、参加＝人と人の絆

・・・・議会及議会及議会及議会及びびびび行政行政行政行政のののの役割役割役割役割がががが地域主権地域主権地域主権地域主権にににに対応対応対応対応していないしていないしていないしていない

（（（（信託信託信託信託しているしているしているしている町長町長町長町長・・・・議員議員議員議員のののの役割役割役割役割のののの再確認再確認再確認再確認（（（（自治体自治体自治体自治体のののの発見発見発見発見））））））））

監視 監視

相互

提案

12



国

地域社会の担い手がいない（担い手づくり）

（地域地域地域地域のののの宝探宝探宝探宝探しができるしができるしができるしができる地域社会地域社会地域社会地域社会＝＝＝＝自発的公共関係再構築自発的公共関係再構築自発的公共関係再構築自発的公共関係再構築＝＝＝＝地域社会地域社会地域社会地域社会のののの発見発見発見発見）

議会
議会

行政
行政

国

の

考

え

る

課

題

国

の

考

え

る

課

題

町

民

町

民

陳情

補助金

全国

一律

公共

事業

公 共 私

議会
議会

行政
行政

町

民

町

民

公 共 私

協議会
協議会

町民参加

協働協働地域課題

解決

地域課題

解決

参加

協働

協働

地域計

画

中央集権（上からの公共性） 地域主権（下からの公共性）

不効率

財政赤字

地域社

会に無

関心

地域の宝

探し

自ら解決

中央集権

の崩壊

中央集権中央集権中央集権中央集権＝地域社会は全国一律の公共事業の対

象であった。そのため、地域社会の個性はまったく

無視され、また、地域社会の課題（国が考える課

題）は自治体が担うのではなく、国によって担われ

てきた。

地域社会地域社会地域社会地域社会のののの課題課題課題課題＝＝＝＝国国国国がががが考考考考えるえるえるえる課題課題課題課題＝＝＝＝外発的課題外発的課題外発的課題外発的課題

自治体は外発的課題発見に対応することで、足

元の地域の宝には目もくれない対応を長く続けた、

そのため地域の宝を喪失した地域もある。（乱開

発による自然など）

したがって、町民が地域のことに無関心になると

同時に、町民自ら係わりを持つことの試みもしてこ

なかった。

地域主権＝地域の個性や地域の宝を探し、地域

の課題を町民自ら話し合う協議会を設置する。

（担い手づくり＝自発的公共関係の再構築）

（内発的課題発見内発的課題発見内発的課題発見内発的課題発見＝＝＝＝地域地域地域地域のののの自治自治自治自治）

地域社会地域社会地域社会地域社会のののの課題課題課題課題＝＝＝＝町民自町民自町民自町民自らららら課題発見課題発見課題発見課題発見するするするする

＝＝＝＝町民自町民自町民自町民自らららら課題解決課題解決課題解決課題解決をををを図図図図ることをることをることをることを原則原則原則原則

協議会で発見された課題は町民自ら解決する。

解決が難しいものは議会及び行政との協働で課

題解決を図る。

自治体

自治体 地域社会
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前文

条例制定の目的

自治体の基本理念

基本原則

情報共有

参加

地域協議会

協働

住民投票・個別型・常設型住民投票・個別型・常設型

①情報共有の原則②町民参加の原則③地域自治の原則④協働の原則

町民

議会・議員

行政運営

①町民の権利②町民の役割
理念・原則を受けた制度 制度の担い手の具体化地域社会の新たな価値・まちの歴史、文化、環境・自治の取組み・自治の理念・町民の決意・宣言

・町民自治の実現を図ることを目的とする・活力に満ちた地域社会の実現を図ることを目的とする
用語の定義・町民（町内に住み、働き、学ぶ人及び町内で事業を営み、活動する人若しくは団体をいう）・行政（町長その他の執行機関）

・説明責任・情報提供・情報公開・個人情報保護行政議会
議会行政地域社会 ・審議会等・パブリックコメント・町民説明会・アンケート調査

①議会・議員の責務②町民と議会の情報共有と町民参加③行政と議会の関係

・町は、町民と協働して課題解決を図るため必要な措置を講じます。町は、町民の自主的かつ自立的な活動を尊重する

・私たちは、自治の主体として、自らの手で自らのまちを創っていこうとする意思を明確にし、考え行動することで、互いに支えあい、いつまでも安心して暮らすことのできる「しあわせを感じるまち」の実現を目指します
・市民が身近な地域の課題を主体的に解決し、特徴的かつ個性的な地域づくりに取り組むことができるように仕組みを整備し、都市内分権を推進することを明らかにする・都市内分権を推進するための仕組みである地域自治区と、そこに設置する地域協議会、事務所を設ける （上越市）

町長・職員①町長の責務②職員の責務
①①①①総合計画総合計画総合計画総合計画②②②②財政運営財政運営財政運営財政運営総合計画、行政評価を踏まえ、財政計画を策定し、健全な財政運営を行う③③③③行政評価行政評価行政評価行政評価評価結果は総合計画等へ反映④④④④政策法務政策法務政策法務政策法務地域の課題解決をする政策実現のため条例等の制度や法令等の自主的解釈運用を行う⑤⑤⑤⑤危機管理危機管理危機管理危機管理地域における連携協力体制の整備⑥⑥⑥⑥公益通報公益通報公益通報公益通報公益通報者の保護を定める

（（（（参考参考参考参考）））） 自治基本条例自治基本条例自治基本条例自治基本条例のののの制度体系制度体系制度体系制度体系（（（（自己決定自己決定自己決定自己決定ののののルールルールルールルール））））

条例の見直し

自治推進委員会

（仮称）

条例の維持発展の制度

・・・・町長町長町長町長のののの付属機関付属機関付属機関付属機関・・・・委員会委員会委員会委員会のののの役割役割役割役割・この条例の運用の状況及び町民自治による町政や地域社会に関する基本的事項について調査審議する。・町民自治による町政や地域社会の推進に関し町長に意見を述べる。・・・・委員委員委員委員はははは10人以内人以内人以内人以内、、、、町民及び学識経験者・・・・任期任期任期任期2年年年年

・・・・見直見直見直見直しのしのしのしの期限期限期限期限４年又は５年・・・・見直見直見直見直しのしのしのしのトリガートリガートリガートリガー首長又は社会の変化・・・・見直見直見直見直しししし組織組織組織組織審議会を立ち上げる又は自治推進委員会（仮称）

連携交流・近隣市町村との連携と交流・国及び北海道との連携・国際交流と連携

条
例

の
位

置
づ

け
（
最
高
規
範
）
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３． 自治基本条例に見る自治の主体

（１）町民が担うもの（町民も公共を担うー町民の発見）

（（（（市民市民市民市民のののの権利権利権利権利））））

第５条市民は、自治の主体として、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）に定めるところにより、

市民の代表を選ぶ権利、条例の制定、改正又は廃止等の直接請求を行う権利その他の権利

を有し、これを行使することができる。

２ 市民は、前項に規定するもののほか、自治の主体として、次に掲げる権利を有し、これを行

使することができる。

⑴市政運営に関する情報を知る権利

⑵市民参画をする権利

⑶協働をする権利

３ 市民は、市が提供するサービスを享受することができる。

（（（（市民市民市民市民のののの責務責務責務責務））））

第６条市民は、自治の主体として、市政運営に関心を持ち、市政運営に対する意識を高めるよ

うに努めなければならない。

２ 市民は、市民参画、協働その他の権利の行使に当たっては、自らの発言、決定及び行動に

責任を持たなければならない。

３ 市民は、市が提供するサービスの享受に当たっては、応分の負担を負わなければならない。

（上越市自治基本条例より）

（（（（町民町民町民町民のののの基本姿勢基本姿勢基本姿勢基本姿勢とととと役割役割役割役割））））

６ 町民は、次の世代に配慮し、持続可能な地域社会を築くよう努めるものとします。

（八雲町自治基本条例より）15



（（（（市議会市議会市議会市議会のののの権限権限権限権限））））

第７条市議会は、市民の信託を受けた議事機関として、市民の意思を市政運営に適正に反映

させるため、地方自治法に定めるところにより、市政運営を監視するとともに、条例の制定、改

正及び廃止、予算の決定、決算の認定その他市政運営の基本的な事項を議決し、市の意思を

決定する。

（（（（市議会市議会市議会市議会のののの責務責務責務責務））））

第８条市議会は、市民の代表として、全市的な視点及び市を健全な状態で次世代に引き継ぐた

めの視点に立って、次に掲げる機能を果たさなければならない。

⑴市の意思決定機能

⑵市政運営の監視機能

⑶政策立案機能

⑷立法機能

２ 市議会は、次に掲げる事項を基本として運営されなければならない。

⑴市議会の審議その他の活動の透明性を確保すること。

⑵市民への説明責任を果たし、市民との信頼関係を確保すること。

⑶広く市民の意見を聴き、その意見を市議会の運営及び前項各号に掲げる機能の発揮に適切

に反映させること。

３ 市議会は、その権限の行使に当たっては、自治の基本理念及び第４条に定める自治の基本

原則（以下「自治の基本原則」という。）にのっとり、常に市民の権利を保障することを基本としな

ければならない。

（２）議会・議員が担うもの

（地域主権に対応⇒議会の再定義⇒自治体の発見）

（上越市自治基本条例より）
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（（（（市議会議員市議会議員市議会議員市議会議員のののの責務責務責務責務））））

第９条市議会議員は、市民の代表として、自己の研さんに努めるとともに、普遍的な利益のた

めに活動しなければならない。

２ 市議会議員は、高い倫理観の下、誠実にその職務を行い、自らの発言、決定及び行動に責

任を持たなければならない。

３ 市議会議員は、次に掲げる事項について、市民への説明責任を果たし、市民との信頼関係

を確保しなければならない。

⑴自らの議会活動

⑵市政運営に関する自らの考え

（上越市自治基本条例より）

（（（（議会議会議会議会のののの設置設置設置設置））））

第28 条町民の信託に基づき、町民の代表機関として、議会を置きます。

（（（（議会議会議会議会のののの役割役割役割役割））））

第29 条議会は、選挙で選ばれた代表で構成する議事機関です。

２ 議会は、討論を基本とし、会議における慎重、活発にして自由な討議の機会を拡充するよう努

めなければなりません。

３ 議会は、議決による意思決定の過程及び妥当性を町民に明示するものとします。

（（（（議会議会議会議会のののの権限権限権限権限））））

第30 条議会は、八雲町の条例、予算、決算、財産及び政策執行に関わる意思決定を行います。

２ 議会は、行政の事務に関する監査請求や調査等の監視の権限を有します。

（（（（議会議会議会議会のののの責務責務責務責務））））

第31 条議会は、この条例の基本理念、基本原則及び制度を遵守し、将来に向けたまちづくり

の展望をもって課題を的確に把握し、活動する責務を有します。

２ 議会は、町民の意見を聴取し、議会運営について町民に説明する責務を有します。

（八雲町自治基本条例より）
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（３）町長・職員が担うもの

（地域主権に対応⇒行政の再定義⇒自治体の発見）

（（（（市長市長市長市長のののの権限権限権限権限））））

第１０条市長は、市民の信託を受けた執行機関として、地方自治法に定めるところにより、市を

統轄し、市を代表する。

２ 市長は、地方自治法に定めるところにより、市議会への議案の提出、予算の調製、市税の賦

課徴収等の市の事務を管理し、これを執行する。

（（（（市長市長市長市長のののの責務責務責務責務））））

第１１条市長は、市民の代表として、広く市民の意見を聴くとともに、自らの発言、決定及び行動

に責任を持って市政運営に当たり、前条に規定する権限を公正かつ誠実に執行しなければなら

ない。

２ 市長は、その権限の行使に当たっては、自治の基本理念及び自治の基本原則にのっとり、常

に市民の権利を保障することを基本としなければならない。

３ 市長は、毎年度、市政運営の方針を定め、これを市民及び市議会に説明するとともに、その達

成状況を報告しなければならない。

（（（（行政行政行政行政のののの職員職員職員職員のののの責務責務責務責務））））

第38 条行政の職員は、常に町民が主権者であることを認識し、公正かつ適正に職務を遂行す

る責務を有します。

２ 行政の職員は、町民との信頼関係を深めるため、常に町民の視点に立ち、自らも地域の一員

として自覚し、全力を挙げて職務を遂行します。

３ 行政の職員は、まちづくりの課題に対応するため、互いに横断的連携を密にするとともに、施

策の立案及び町民の求めることに的確に対応できる知識の習得並びに能力の向上に努めるも

のとします。

（上越市自治基本条例より）

（八雲町自治基本条例より）
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(就任時就任時就任時就任時のののの宣誓宣誓宣誓宣誓)

第26条 町長は、就任に当たっては、その地位が町民の信託によるものであることを深く認

識し、日本国憲法により保障された地方自治権の一層の拡充とこの条例の理念の実現のた

め、公正かつ誠実に職務を執行することを宣誓しなければならない。

2 前項の規定は、副町長及び教育長の就任について準用する。

（（（（町長町長町長町長のののの設置設置設置設置））））

第36 条町民の信託に基づき、八雲町の代表機関として、町長を置きます。

（八雲町自治基本条例より）

（ニセコ町まちづくり基本条例より）
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（４）町民・コミュニティが担うもの

（担い手づくり⇒地域社会の公共性再構築―地域社会の発見）

（（（（コミュニティコミュニティコミュニティコミュニティのののの役割役割役割役割））））

第25 条 コミュニティは、地域社会において自らできることを考え、行動し、自治活動の拡充に取

り組むよう努めるものとします。

２ コミュニティは、多くの町民の参加を促進するために必要な環境づくりに努めるものとします。

３ コミュニティは、地域の課題解決のためコミュニティ相互の連携や行政と協働し、活動の充実

に努めるものとします。

４ コミュニティは、地域社会における課題解決のために、行政との協議及び行政への提案をす

ることができます。

（（（（コミュニティコミュニティコミュニティコミュニティにおけるにおけるにおけるにおける町民町民町民町民のののの役割役割役割役割））））

第26 条町民は、互いに助け合い、安心して心豊かに暮らすことのできる地域社会の実現のた

めに、多様なコミュニティを組織します。

２ 町民は、地域社会の担い手であるコミュニティの重要性を認識し、その活動に協調性をもって

積極的に参加し、これを守り育てるよう努めるものとします。

（（（（行政行政行政行政のののの役割役割役割役割））））

第27 条行政は、コミュニティの自主性と自律性を尊重し、その活動との連携を図るとともに、コ

ミュニティ活動を促進するため、適切な支援を講じるものとします。

２ 行政は、コミュニティから協議及び提案を受けたときは、その趣旨を尊重し、行政運営に反映

させるよう努めるものとします。

（八雲町自治基本条例より）
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（（（（コミュニティコミュニティコミュニティコミュニティ））））

第３５条 市民は、コミュニティ（多様な人と人とのつながりを基礎として、共通の目的を持ち、

地域にかかわりながら活動をする市民の団体をいう。以下同じ。）への参加を通じて、共助の

精神をはぐくみ、地域の課題の解決に向けて行動するよう努めるものとする。

２ 市議会及び市長等は、自発的なコミュニティの形成及び自立的なコミュニティ活動を尊重す

るよう努めなければならない。

（（（（都市内分権都市内分権都市内分権都市内分権））））

第３１条市長等は、市民が身近な地域の課題を主体的にとらえ、自ら考え、その解決に向け

た地域の意見を決定し、これを市政運営に反映するための仕組みを整え、都市内分権を推

進するものとする。

（（（（地域自治区地域自治区地域自治区地域自治区））））

第３２条 市は、前条の仕組みとして、市民にとって身近な地域を区域とする地域自治区を設

置する。

２ 市は、地域自治区に地域協議会及び事務所を置く。

３ 市長は、地域協議会の構成員の選任を、公明で、かつ、地域自治区の区域に住所を有す

る市民の多様な意見が適切に反映されるものとするため、市民による投票を主体とした選任

手続を採用するものとする。

４ 前３項に定めるもののほか、地域自治区の設置に関し必要な事項及び地域協議会の構成

員の選任の手続等については、別に条例で定める。

（上越市自治基本条例より）
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基本理念の概念

町の設立

「私」領域

「公」領域

信託・参加
信託・参加（町政）

町
長

議
会

町
民

（地域社会）

地域

課題

町
民

「共」領域

初期地域社会

（経済活動）

基本原則の概念

「私」領域

中標津町

「公」領域

町

長

議

会

町

民

課

題

情

報

解

決

②②②②市民参加市民参加市民参加市民参加

①①①①情報共有情報共有情報共有情報共有

③③③③協働協働協働協働

執行

①①①①情報公開情報公開情報公開情報公開・・・・提供提供提供提供

町政 地域社会

「共」領域

初期地域社会

町
民

公私二元論で起きてしまった公共は議会及び行政が担うという考え方を払拭しなければ、町民主体

の自治は実現できない。そこで、初期地域社会は町民の自治で行われていたが、町を設立し、町長と

議員を選挙で選出し、地域社会の自治の一部を信託した。残った共領域の地域社会の自治は元々町

民が自治を担っていたので、引き続き町民の自治領域であると理念として整理した。

４．自治基本条例に見る自治のしくみ（自己決定のルール）

（１）基本理念 （２）基本原則
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町民（参加する権利）

行 政 議 会

請願・陳情公

聴

会

政策

会議

町民参加

総合計画財政計画行政評価地域協議会 アンケート調査パブリックコメント市民提案市民説明会他 住民

投票

制度

住民投票条例市民参加条例等

審議

会等

地域協議会条例 議会条例

町民参加

の権利

議会への

町民参加

参加機会の保障

基本
行政（説明責任） 議会（説明責任）

情報公開・提供と情報共有

地域協議会の審議状況 審議会の審議状況 総合計画行政評価財務状況 市民参加の状況 議会審議状況

議員
町民（知る権利）説明責任

行政 情報 議会 情報
ホームページ等広報誌・ホームページ・説明会等情報公開請求 情報提供 議会報告会

政策会議の審議状況 議会だよりホームページ
政策会議は議会が町民の意見を聞く

会議（現在は設置されていない）

（３）情報共有（信頼） （４）参加（人と人の絆）
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町

長

町

長 行政

議

員

議

員
議会

市民市民

町内会町内会

ＮＰＯ等

議会への参加

行政への参加

地域社会への参加

支援組織への支援

協働協働協働協働領域領域領域領域

町政町政町政町政

町民による信託の領域

地域社会地域社会地域社会地域社会

町民による自治の領域

選挙

選挙

地域計画の諮問・答申

地域の課題解決

地域社会の

課題解決子育て介護地域食堂

子供見守り除雪支援

環境

災害支援親睦

請願・陳情・議会報告会・議会一般会議等

審議会・パブリックコメント等

地域協議会や支援組織

からの要望聴取

コミュニティビジネス

（新たな雇用の創出）

支

援

組

織

地

域

協

議

会

（５）協働と地域社会（コミュニティ）

団体自治団体自治団体自治団体自治

住民自治住民自治住民自治住民自治
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行政運営の原則

危機管理危機管理

総合計画総合計画

町

民

審議

会

審議

会

審議

会

審議

会

法

務

体

制

職

員

政

策

情報

共有

町民

参加

行政活動

議会（議決）

審議 調査

財政運営

行政評価

議会運営の原則

政策

会議

議

員

議

員

議 会

町民

情報

公開

報告

会

反問

権

一問

一答

参

加

情報

共有

町

長

行政

議会事務局

全員協議会

職

員

専門性

支援

政策立案能力及び立法能力を高める研

修の実施

政策会議は議会が町民

の提案・意見を聞く会議

（現在は設置されていな

い）

議会だより

議会中継

政策づくり

監視機能

（６）行政運営 （７）議会運営
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５．生きた自治基本条例になるために

（１）見直しと町民委員会制度（仮称）

条例の見直し

見直し

の周期

４年を超えない期間４年を超えない期間

地域社会の変化により改正の必要

が生じた場合

地域社会の変化により改正の必要

が生じた場合

見直し

の

トリ

ガー

この条例が目的を達成するために

有効に機能しているかどうかにつ

いて、絶えず点検を行い、必要な

場合は、この条例を改正

この条例が目的を達成するために

有効に機能しているかどうかにつ

いて、絶えず点検を行い、必要な

場合は、この条例を改正

見直し

の組織

町長は町民委員会に諮問

町民委員会制度（仮称）

自治基本条例の施行自治基本条例の施行

町政

行政行政 議会議会

既存制度の見直し 関連条例の制度化
町民委員会（仮称）町民委員会（仮称）既存制度の見直しの審議町民参加制度の審議町政運営状況の評価審議町民意見の聴取審議町長からの当条例改正諮問・答申

町
民
委
員
会

町長の附属機関として設置

委員会の自主的意見提出委員会の自主的意見提出

委員の検討継続性担保（1/2交代）

町長からの諮問・答申
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NO

13-1

17-3

議会の役割と責務について、条項を追加（H17）、委員構成が一方の性に偏らないよう配慮する条

項、予算編成過程の公開、条例手続くの厳格化など（H21）

条例の見直し期間を「2年を超えない期間」から「4年を超えない期間」へ見直し

内容

条例見直の内容

②市民自治推進委員会等の設置

あり なし

7 23

23% 77%

①条例の見直しの実施状況

あり なし

2 28

7% 93%

（注１） 調査主体 公共政策研究所

（注２） 北海道内の平成１３年度～平成２１年度末までに施行された３０自治体

（注３） 調査期間 平成２２年４月２６日～５月２１日

（参考）自治基本条例施行後の自治体の実態

27



（２）自治の主体の意識改革

町 民 議 会 行 政

基本原則

町民の権利と

議会及び行政

の役割の具体

町政に関する情報の共有町政に関する情報の共有

町民参加のもとでの町政町民参加のもとでの町政

町民参加のもとでの

地域社会の自治

町民参加のもとでの

地域社会の自治

協働して地域課題を解決協働して地域課題を解決

町民町民町民町民のののの権利権利権利権利・町政に関する情報についての知知知知るるるる権利権利権利権利・町政に参加参加参加参加するするするする権利権利権利権利・行政サービスを受ける権利
町民町民町民町民のののの権利権利権利権利・町政に関する情報についての知知知知るるるる権利権利権利権利・町政に参加参加参加参加するするするする権利権利権利権利・行政サービスを受ける権利
町民町民町民町民のののの役割役割役割役割・町の自治の主体として自ら考え行動、積極的に町政及び地域活動へ参加・参加するに当たっては発言や行動に責任を持ち、互いを尊重し協力しあう・行政サービスを受けるために、応分の負担を負う
町民町民町民町民のののの役割役割役割役割・町の自治の主体として自ら考え行動、積極的に町政及び地域活動へ参加・参加するに当たっては発言や行動に責任を持ち、互いを尊重し協力しあう・行政サービスを受けるために、応分の負担を負う

町民参加町民参加町民参加町民参加のののの基本基本基本基本

・広く町民の意見等を求め、町政に町民の意思を反映することを基本とし、町政へ

広く町民が参加参加参加参加するするするする機会機会機会機会のののの保障保障保障保障

町民参加町民参加町民参加町民参加のののの基本基本基本基本

・広く町民の意見等を求め、町政に町民の意思を反映することを基本とし、町政へ

広く町民が参加参加参加参加するするするする機会機会機会機会のののの保障保障保障保障

町民参加町民参加町民参加町民参加のののの対象対象対象対象・総合計画の基本構想、基本計画、各施策の基本となる計画の策定、見直し・政策に関する基本方針を定め、又は町民に義務を課し、若しくは町民の権利を制限することを内容とする条例の制定、改正又は廃止・町の施設の新設、改良又は廃止の決定（ただし、別に規則で定める場合を除きます。）・広く町民が利用する町の施設の利用方法の決定・事務及び事業を効果的かつ効率的に推進するための外部評価の実施

町民参加町民参加町民参加町民参加のののの対象対象対象対象・総合計画の基本構想、基本計画、各施策の基本となる計画の策定、見直し・政策に関する基本方針を定め、又は町民に義務を課し、若しくは町民の権利を制限することを内容とする条例の制定、改正又は廃止・町の施設の新設、改良又は廃止の決定（ただし、別に規則で定める場合を除きます。）・広く町民が利用する町の施設の利用方法の決定・事務及び事業を効果的かつ効率的に推進するための外部評価の実施

町民町民町民町民とのとのとのとの情報共有情報共有情報共有情報共有とととと町民参加町民参加町民参加町民参加・常任委員会、特別委員会等における参考人制度及び公聴会制度の活用、町民の専門的、政策的識見等の討議への反映・請願、陳情の町民による政策提案としての位置づけ及び審議にあたっての提案者からの意見聴取・町民との意見交換の場としての政策会議の開催、これによる政策提案の拡大・議員活動に対する情報提供（インターネットによる議会中継の実施等）町民との情報共有と町民参加・議会報告会を開催、町民意見を聴取し、議会活動へ反映

町民町民町民町民とのとのとのとの情報共有情報共有情報共有情報共有とととと町民参加町民参加町民参加町民参加・常任委員会、特別委員会等における参考人制度及び公聴会制度の活用、町民の専門的、政策的識見等の討議への反映・請願、陳情の町民による政策提案としての位置づけ及び審議にあたっての提案者からの意見聴取・町民との意見交換の場としての政策会議の開催、これによる政策提案の拡大・議員活動に対する情報提供（インターネットによる議会中継の実施等）町民との情報共有と町民参加・議会報告会を開催、町民意見を聴取し、議会活動へ反映
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（３）自治基本条例施行後の自治体（行政）の体制

（町民参加の推進）

第14 条行政は、次の事項を実施するときは、

町民の参加を推進し、町民の意思を行政活

動へ反映します。

（１）総合計画及び分野別の基本的な計画の

策定又は見直し

（２）町民に義務を課し、又は町民の権利を制

限することを内容とする条例の制定、改正若

しくは廃止

（３）広く町民が利用する公の施設の利用方

法に関する事項

（４）公の施設の新設、改良又は廃止の決定

（５）行政が行う事務及び事業を効果的かつ

効率的に推進するための行政評価

（６）町民の生活に大きな影響を及ぼす施策

の決定

（７）前各号のほか、町民参加が有効と思わ

れる事業の選択及び実施の決定

２法令の規定による事項、緊急その他やむを

得ない理由がある事項、又は別に規則に定

めるところにより常に町民参加を求めることが

困難若しくは不適当である事項については、

町民参加を求めないことができます。

（八雲町自治基本条例より）

自治基本条例施行自治基本条例施行

町

民

参

加

の

推

進

専

門

担

当

課

又

は

担

当

係

の

設

置

マニュアル作成・見直しマニュアル作成・見直し

（１）審議会等の開催

（２）意見交換会の実施

（３）町民意見の公募

（４）アンケート調査の実施

（５）その他適切な方法

参加手法の運用参加手法の運用

研修実施研修実施

・年２回

・職員全

員

参加

・アンケー

ト実施

町民参加計画策定町民参加計画策定

①行政計画から年間町民

参加計画を策定する。

町民参加案件と参加手

法

の検討と周知計画策定

②当該担当課による町民

参加計画と周知計画の策

定

③①及び②を行政内部会

議で承認

進捗管理進捗管理

・町民参加

状況の進捗

管理

・町民参加

状況のﾃﾞｰﾀ

化と次年度

への改善提

案

・町民参加

状況の公表

制
定
し
た
自
治
基
本
条
例
の
形
骸
化
防
止
策
が
必
要
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（参考）自治基本条例施行後の自治体の実態

①職員向け事務マニュアルの作成あり なし12 1840% 60%検討主体 あり なし あり比率行政 1 8 11%市民懇話会 11 10 52%計 12 18 40%
②職員研修の実施あり なし6 2420% 80%検討主体 あり なし あり比率行政 1 8 11%市民懇話会 5 16 24%計 6 24 20%
③職員向け事務マニュアルの作成と職員研修の両方を実施あり なし6 2420% 80%
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（４）生きた条例をつくるための注意点

①①①①理念型自治基本条例理念型自治基本条例理念型自治基本条例理念型自治基本条例としないとしないとしないとしない。。。。

⇒⇒⇒⇒情報共有情報共有情報共有情報共有・・・・参加制度参加制度参加制度参加制度などなどなどなど具体的制度規定具体的制度規定具体的制度規定具体的制度規定をををを設設設設けることけることけることけること

②②②②関連条例関連条例関連条例関連条例のののの制定等制定等制定等制定等をををを行行行行いいいい制度制度制度制度のののの体系化体系化体系化体系化をををを図図図図るるるる。。。。

⇒⇒⇒⇒自治基本条例自治基本条例自治基本条例自治基本条例にににに制度制度制度制度のののの具体具体具体具体をををを規定規定規定規定することすることすることすること

③③③③「「「「・・・・・・・・・・・・・・・・にににに努努努努めますめますめますめます」」」」というというというという努力規定努力規定努力規定努力規定のののの表現表現表現表現をををを使使使使わずわずわずわず、「、「、「、「・・・・・・・・・・・・をををを

行行行行いますいますいますいます」」」」というというというという明確明確明確明確なななな表現表現表現表現とするとするとするとする。。。。

⇒⇒⇒⇒裁量的裁量的裁量的裁量的ルールルールルールルールではなくではなくではなくではなく、、、、普遍的普遍的普遍的普遍的ルールルールルールルールとすることとすることとすることとすること

④④④④作作作作りっぱなしとしないりっぱなしとしないりっぱなしとしないりっぱなしとしない仕組仕組仕組仕組みをみをみをみを内在内在内在内在させるさせるさせるさせる。。。。

⇒⇒⇒⇒見直見直見直見直しししし・・・・町民委員会制度町民委員会制度町民委員会制度町民委員会制度をををを規定規定規定規定することすることすることすること

⑤⑤⑤⑤まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり型型型型のののの条例条例条例条例としないとしないとしないとしない。。。。

⇒⇒⇒⇒曖昧曖昧曖昧曖昧なななな言葉言葉言葉言葉をををを使用使用使用使用しないことしないことしないことしないこと

まちづくりまちづくりまちづくりまちづくり＝＝＝＝町政町政町政町政（（（（議会議会議会議会＋＋＋＋行政行政行政行政）＋）＋）＋）＋地域社会地域社会地域社会地域社会のののの造語造語造語造語
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最後まで、ご清聴いただき

ありがとうございました。


